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請  願  文  書  表 
 

長野市議会（平成27年６月定例会） 

受理年月日 27.６.18 請

願

者 

長野市大字長野旭町1098番地 

長野市教職員組合 

執行委員長 蟹 澤 恵 子 

受 理 番 号 15 

所管委員会 経 済 文 教 

結 果 採択 

要               旨 

「義務教育費国庫負担制度の堅持」を求める請願 

（ 請  願  事  項 ） 

 平成28年度予算編成の件につき、以下の内容の意見書を政府及び関係行政官庁宛に提出してい

ただきたい。 

１ 国の責務である教育水準の最低保障を担保するために必要不可欠な義務教育費国庫負担制度

を堅持し、負担率を２分の１に復元すること。 

２ 国庫負担金から既に除外した教材費、旅費などを復元すること。 

 

（ 請  願  理  由 ） 

 義務教育の無償化は、憲法に規定されている大切な原則です。そしてこの原則を守るために義

務教育費国庫負担制度が1953年に成立しました。それまで県、市町村の負担であった学校の教育

活動費、人件費を含む必要経費が国の負担になるようになり、教育の機会均等や教育条件の差が

なくなり、保護者負担も大きく減りました。 

 しかし、1985年からこの義務教育費国庫負担制度が改悪され続けています。教材費の削減によ

り保護者負担が増えたり、市町村に教育環境の差が出始めたりしました。旅費が一般財源化され

たことで十分な額が確保されず、教職員の資質向上に必要な研修や、本来安全指導に不可欠な行

事の下見などに制限がかかり、教育活動にも支障が出ています。また、2006年に国庫負担が２分

の１から３分の１になり、税源移譲がされたことに伴い、県の財政を大きく圧迫し続けていま

す。そのため、全国的には、少人数学級などの政策に差が生まれる事態になってきています。今

後さらに３分の１とした国庫負担金の割合が、恒久措置ではなく、制度全廃も含めた検討がなさ

れる可能性もあります。 

 義務教育を無償にし、教育条件を全国一律にする責務は国になる、と私たちは考えています。

県や市町村の財政状況による教育格差が広がらないよう、最低限の財政保障をする責務を国に守

らせるため、義務教育費国庫負担制度の堅持を求める意見書を提出していただくよう請願いたし

ます。 

 


